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わが国では高度成長期から建設され続けた道路の維持管理，更新が大きな課題となっており，必要性の

小さい道路は縮減することも検討すべきだろう．一方で労働人口の減少を踏まえればこそ，輸送効率化の

ための道路は整備する必要がある．したがって，道路に対する投資効率化のために適切なネットワーク形

状を検討する必要性は大きいと考える．最適なネットワーク形状を求めるネットワークデザイン問題は一

般的にフローの旅行時間と道路の整備費用のみを考慮する．道路のもつその他の効果について取り扱った

研究は多くない．本研究では事業評価における「事業の効果や必要性を評価するための指標」を整理し，

CVM 等により原単位が定められる 2 項目についてネットワークデザイン問題に導入する方法を示した．構

築したモデルを仮想ネットワークで試算し，モデルの挙動を確認した． 
 

     Key Words: network design problem, road shrinking, mix integer linear programming problem.  
 

 

1. はじめに 

 

わが国では高度成長期から道路が建設され続け，主要

構造物である橋梁が約 70 万橋，トンネルが約 1 万本蓄

積されてきた．平成 26 年にはこれらの構造物について，

劣化による破損を確実に発見するため 5 年に 1 度の近接

目視による点検が義務付けられた 1)．これにより，今後

は点検費用とその結果として発見される劣化に対応する

ための補修費用が増大すると考えられる．効率的な道路

維持管理に向けて，LCC（ライフサイクルコスト）を縮

減するためのアセットマネジメント取り組みの精力的に

進められている 2)．しかしながら，国土交通省によるイ

ンフラの老朽化に関する地方公共団体へのアンケート調

査 3)によれば，「予算等の不足により，構造物等の機能・

サービス水準低下のほか，安全性に支障が生じる」と感

じている団体が 86.4%，「増加する老朽化構造物等への

対応により，既存構造物の統廃合が必要になる」と感じ

ている団体が 23.7%という結果が得られている．平成 27

年 9 月に閣議決定された第 4 次社会資本整備重点計画で

は「本格的な人口減少社会の到来を見据え，必要性のな

くなった社会資本は廃止，除却等の対応を図る」，「必

要な社会資本についても，更新の機会を捉えて，社会経

済状況の変化に応じた機能転換や集約・再編等の規模の

適正化を図る」としている． 

一方で，労働人口の減少を踏まえればこそ，経済活動

を支える輸送の効率化のために必要な道路は整備する必

要があると考える．特に高規格な道路が整備されれば，

周辺の道路交通需要の転換が図られる．このとき，需要

が小さくなった道路については道路縮約施策が実施可能

となる場合も生じうる．このように，新規道路建設と道

路縮約施策はフローの転換において密接に関係するため，

同時に検討される必要があると考える． 

以上より，選択と集中の投資が求められる今後のわが

国においては，道路の統廃合や新設の計画を統合的に取

り扱い，適切なネットワークの形状を検討する必要性は

大きいと考える．設定した目的関数を最適とするネット

ワーク形状を求める方法論はネットワークデザイン問題

として知られており，多くの研究蓄積がある．特にフロ

ーの行動についてUE（User Equilibrium）を仮定して，混

雑の影響を考慮したネットワークデザイン問題は，

Marcotte5)，Friesz et al6)，Gallo et al7)などで提案されている．

これらの研究では利用者の旅行時間と建設費用の重み付 
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き和を目的関数としている．一般的な費用便益分析で道

路事業の是非を検討する際には，総走行時間のほかに，

総走行費用や事故軽減など（以下，3 便益という）を考

慮して便益を計算する．あるいは特に自動車交通量が小

さい地域で便益項目を拡張して分析する例なども散見さ

れるたとえば 8)．したがって，ネットワークの形状に対する

投資の是非を検討するとき，総走行時間のみを考慮する

だけでは不十分であると考える．特に道路の統廃合を検

討するときには特定の利用者のサービス水準が著しく低

下しないよう，道路の供する機能を十分に鑑みて意思決

定される必要がある．ネットワークデザイン問題におい

て総走行時間と建設費用以外の項目を考慮して分析した

例としては公平性の概念を導入したFeng et al9)があるが，

そのほかには筆者に知る限りみあたらない．以上の問題

意識の下に，本研究では事業評価で用いられている「事

業の効果を評価するための指標」（以下，評価指標とい

う）を整理し，CVM（Contingent Valuation Method）など

を援用することにより効用原単位が明らかにできる項目

について，ネットワークデザイン問題に導入する．具体

的にはOD 間のアクセス時間に関する効用と，複数経路

を確保することによる効用の導入方法について検討した．

また，構築したモデルを仮想ネットワークに適用し，挙

動を確認する． 
 

2. 事業評価に用いられる評価指標の整理 

 

国道交通省が公開している一般国道 21 号坂祝バイパ

ス，一般国道 19 号瑞浪バイパス，一般国道 360 号宮川細

入道路の事業評価カルテ 10-12)より評価指標を抽出した．

これらは主要都市間を接続する幹線道路と地方中小都市

間を接続する一般県道の事例を収集することで，多くの

評価指標を抽出することを狙ったものである．評価指標

は 54 項目あり，それらを計測可能性や 3 便益との比較

から以下の表の 6 つに区分した．評価基準を定義困難な

指標は，「都市再生プロジェクトの支援する」や，「地

域高規格道路の位置づけがある」，など具体的な効果と

して計測するには波及効果を考慮する必要があり，ネッ

トワーク上の効果として直接的に表現することが困難な

項目と考えられる．これらが 35 項目あった．3 便益と重

複すると思われる項目は 2 項目あった．歩行者自動車に

関する項目は 4 項目，アクセス時間に関する指標は 6 項

目あった．複数経路を確保する項目は 1 項目，交通量を

考慮すれば原単位が存在し，計測可能な項目は 6 項目あ

った．表 1 には各区分の評価指標を例示している． 

評価基準が定義困難な項目はネットワークの形状から

直接的に効用を計測することが困難であるため，本稿で

は扱わない．道路事業以外のプロジェクトで議論される

波及効果までネットワークデザイン問題に記述すること

は困難であると考える．したがって，各プロジェクトに

おける道路の役割と，ネットワークデザイン問題で得ら

れる解の両者を吟味して投資の意思決定がされるべきで

あろう．歩行者，自転車に関する指標について考える．

例えば道路を自動車交通の通行機能を制限するような廃

止政策を採用としたとしても，別途歩行者及び自転車は

通れるような政策も可能である．老朽化橋梁を含む道路

において自動車道として供用された区間で自動車通行を

禁止し，歩行者道として供用する事例も散見される．し

たがって，歩行者，自転車の通行機能については自動車

の通行機能とは別に議論することも可能である．そのた

め，本稿ではこの評価指標は扱わない．3 便益と重複す

る指標は，ダブルカウントとなるため対象としない．交

通量と便益原単位の乗算で計測可能な指標については，

ネットワークデザイン問題において目的関数に採用され

る総走行時間の項，あるいはリンク交通量に効用原単位

を乗ずることで容易に考慮可能であるため，ここでは取

り扱わない．以上より，本稿ではアクセス性に関する効

用と孤立解消に関する効用について考慮したネットワー

クデザインモデルについて構築する． 

 

3.  評価指標を拡張したモデルの構築 

 

(1) 道路統廃合を考慮したネットワークデザイン問題 

ネットワーク上のフローにUE（User equilibrium）を仮

定したネットワークデザイン問題の研究蓄積は多くある．

Wang and Lo13）はこの問題を線形計画問題で記述するこ

表-1 収集した評価指標 

評価基準を定義

困難な指標 

 都市再生プロジェクトを支援する 

 地域高規格道路の位置づけあり 

 中心市街地内で行う事業である 

 関連する大規模道路事業と一体的に整

備する必要あり 

3便益と重複する

指標 
 現道等の年間渋滞損失時間 

歩行者・自転車

に関する指標 

 歩道がないまたは狭小な区間に歩道が

設置される 

 自転車空間の整備により、当該区間の

歩行者、自転車の快適性、安全性が保

障される 

アクセス時間に

関する指標 

 三次医療施設へのアクセス向上 

 新幹線、特急停車駅へのアクセス向上 

複数経路確保の

指標 

 災害による1,2箇所の道路寸断で孤立

する集落を解消 

交通量と便益原

単位の乗算で計

測可能な指標 

 環境改善便益 

 交通不能区間の解消 

 旅行速度の改善 
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とで厳密解を求めるモデルを構築した．本稿ではまず

Wang and Lo を援用し，道路統廃合を考慮できるように

拡張する．すなわち，UE 均衡を制約条件とし，維持管理

費用と総走行時間と時間価値を乗じた値の和を最小とす

るネットワーク形状を求める問題となる．拡張したモデ

ルの定式化にあたり，必要となる変数を以下に整理する． 

 リンクの集合 ： ܣ

ܹ ： OD ペアの集合 

ܴ ： 経路の集合 

ܵ ： 道路区間の集合．各道路区間は複数の

リンクで定義される． 

 ： リンクݔ aの交通量（未知変数） 

 ： 区間ݕ k を維持するならば 1，そうでな

ければ 0 をとる変数（未知変数） 

௪ ： ODߨ ペアw 間の所要時間（未知変数） 

 時間価値 ： ߩ

௪ ： ODݍ ペアw のOD 交通量 

݃ ： 道路区間 k のライフサイクルコスト 

݂
௪ ： OD ペアw，経路 p における交通量（未

知変数） 

ξ, ： リンク a が区分線形化された BPR 関

数の区間 n に該当すれば 1，そうでな

ければ 0 を取る変数（未知変数） 

, ： リンクܭ a に関する BPR 関数の区分線

形化における n 番目の閾値 

 ： リンクݐ aの所要時間（未知変数） 

݀௪ ： OD ペア w，経路 p の所要時間（未知

変数） 

௪ ： ODߪ ペアw において経路 p が使用され

れば 0，そうでなければ 1 を取る変数

（未知変数） 

௪ߜ  ： OD ペアｗ，経路 p にリンク a が含ま

れるときに 1，そうでなければ 0 をと

る変数 

L ： 十分に小さい負の値 

ܷ ： 十分に大きい正の値 

 微小な数値 ： ߝ

 

以上を踏まえてモデルは以下のように定式化できる．

この問題は混合整数線形計画問題である． 

 

min
௫,௬,,గ,௧,ఙ,క

ܼሺݔ, ,ݕ ሻߨ

ൌ  ߩ ∙ ௪ݍ ∙ ௪ߨ ݃ݕ
∈௪∈ௐ

 

（1） 

Subject to  

 ݂
௪ ൌ ௪ݍ

∈ோೢ
 

(2) 

L ∙ ξ,  ݔ െ ,ܭ  ܷ ∙ ൫1 െ ξ,൯ െ  (3) ߝ

ζ, ൌ ξ,ାଵ െ ξ, (4) 

L ∙ ൫1 െ ζ,൯  ݐ
െ ൫ܾݔ  ܿ  ܷ ∙ ሺ1

െ ሺሻሻ൯ݕ  ܷ ∙ ൫1 െ ζ,൯ 

(5) 

Where  

ܾ ൌ
ݐ߲
ݔ߲

ฬ
൫ೌ,൯

 
 

ܿ, ൌ ,൯ܭ൫ݐ െ ,ܭ ∙
ݐ߲
ݔ߲

ฬ
൫ೌ,൯

 
 

  

L ∙ ௪ߪ  ߝ  ݂
௪  ܷ ∙ ൫1 െ  ௪൯ (6)ߪ

L ∙ ௪ߪ  ݀௪ െ ௪ߨ  ܷ ∙  ௪ (7)ߪ

݀௪ െ ௪ߨ  0 (8) 

ݔ ൌ   ௪ߜ ݂
௪

∈ோೢ௪∈ௐ
 

(9) 

݀௪ ൌ  ௪ߜ ∙ ሻݔሺݐ
∈ோೢ

 
(10) 

ݔ  0, ݕ ൌ ሼ0,1ሽ, ௪ߨ  0, 

݂
௪  0, ݐ  0, ௪ߪ  0, ௪ߜ  0 

(11) 

∀ܽ ∈ ݓ,ܣ ∈ ܹ, ݇ ∈ ܵ,  ∈ ܴ  

 

(1)式は各リンクの LCC のネットワーク総和と総走行

時間と時間価値を乗じた値の和で定義された目的関数で

ある．(2)式は OD 交通量と経路交通量の保存則である．

(3)～(5)式は BPR 関数を区分線形化し，各リンクの所要

時間を求めるための制約である．(6)～(8)式は利用者均衡

状態を制約するものである．(9)式はリンク交通量と経路

交通量の関係を示した制約，(10)式は OD 間所要時間と

リンク所要時間の関係を示した制約である．(11)式は未

知変数の取りうる値を制約するものである． 

このネットワークデザイン問題の求解法は，交通量配

分において経路を列挙する過程を含まない．そのため，

最適化演算の前に事前に十分な数のOD 間の経路を列挙

する必要がある．本研究では k 番目経路探索を用いて経

路列挙することとした．なお，本稿で取り扱うモデルの

解である道路区間の存在を示すݕ ൌ ሼ0,1ሽは既存道路の

維持，廃止を意味するところであるが，新規計画道路の

採否も全く同様に示すことができる．新規計画道路の場

合においては݃にイニシャルコストを含むライフサイ

クルコストを入力すればよい． 

 

(2) 複数経路を確保する効用の考慮 

山間地などにおいて市街地への複数経路が確保されて

いることで，災害時の孤立危険性を低下させることがで

きる．複数経路を確保する効用は CVM などの仮想市場
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法を用いて対象集落住民の支払意思額を求めることで，

原単位とする方法などが考えられる．この指標をネット

ワークデザイン問題に考慮するために，Kurauchi et al14)の

非重複経路の概念を援用する．非重複経路は，OD ペア

間において，リンクを共有することのない経路のことで

ある．したがって，非重複経路が 2 つ以上存在すれば，

複数経路が確保されていると評価できる．非重複経路が

2 より大きいときに効用が生じ，1 のときに生じないよ

うモデルを拡張する．以上より(1)式から(11)式までの問

題の制約条件に以下を追加する． 

 ఝݏ
∈ை௨௧൫ക൯

ൌ 1  ߰ఝ	 ,  ఝݏ
∈ை௨௧൫ௗക൯

ൌ 0 

∀߮ ∈ Φ 

(12)

 ௪ݏ
∈ூ൫ക൯

ൌ 0	 ,  ఝݏ
∈ூ൫ௗക൯

ൌ 1  ߰ఝ 

∀߮ ∈ Φ 

(13)

 ఝݏ
∈ூሺሻ

െ  ఝݏ
∈ை௨௧ሺሻ

ൌ 0	 	  

	 	 ∀݊ ∈ ܰ, ݊ ് ,ఝ ݊ ് ݀ఝ, ߮ ∈ Φ 

(14)

ఝݏ  	ሺሻݕ ߰ఝ ൌ ሼ0,1ሽ 	 ∀߮ ∈ Φ, ܽ ∈ (15) ܣ

ここで，ݏఝ：リンク a を通過するOD ペア߮ の経路数

を示す正の整数（未知変数）．Φ：複数経路を確保する

ことで効用が生じるOD ペアの集合．ただし，Φ ∈ Wで

ある．߰ఝ：OD ペア߮に 2 本目の経路が存在するかを示

す未知変数である． 

(12)，(13)式はOD の出発地，到着地における条件であ

る．߰ఝ が 1 であるとき，(12)式の右辺は 2 となり，(12)

から(14)式の条件を満たすためには非重複経路が 2 つ以

上確保されなければならない．߰ఝ が 0 であるときは経

路が 1 つ確保されていればよい．ここで，(15)式は道路

統廃合するとき，すなわちݕሺሻ ൌ 0であるとき，そのリ

ンクを使用できないことを制約する条件である．これら

の条件を満たしたうえで目的関数にെ∑ ఝ߰ఝఝ∈ߥ を加

えることで，複数の経路を確保したときの効用を表現し，

目的関数最小化により非重複経路が 2 つ以上存在する場

合には߰ఝ ൌ 1となる．ここで，	 ఝ：CVMߥ 等で推定され

た災害等の孤立を回避するために複数経路を確保するこ

とによる効用である． 

 

(3) アクセス時間に関する効用の考慮 

居住する地域から空港や主要鉄道駅などの重要な交通

結節点へのアクセス時間に関する効用を考慮できるよう

ネットワークデザイン問題の拡張を考える．ここでは，

居住する地域から交通結節点までのアクセス時間に閾値

を設けて，その閾値を下回れば効用が生じると考える．

すなわち，(1)式から(11)式の問題で導出されるߨ௪がアク

セス時間に関する効用を生じさせる閾値ߩ௪よりも小さ

ければ，効用を生じると考える．以上の要件を踏まえて，

制約条件に以下を追加する． 

ሺߩ௪ െ ௪ሻߨ െ ௪ߛ ∙ ܷ  0 (16) 

ሺߨ௪ െ ௪ሻߩ െ ሺ1 െ ௪ሻܷߛ  0 (17) 

ここで，ߛ௪：ODw のアクセス時間による効用を生じるか

否かを示す 2 値変数（0,1）である． 

(16)式，(17)式を制約条件として考慮すると，ߨ௪ െ ௪ߩ
が正の値であれば，ߛ௪ ൌ 0となり，効用が生じない．負

の値となればߛ௪ ൌ 1となり，効用が生じるよう表現が可

能となる．これらの条件を満たしたうえで，目的関数に

െ∑ ݄௪ߛ௪௪∈ௐ を加えることで，アクセス時間に関する効

用を表現できる．ただし，݄ ௪はアクセス向上効用を考慮

する必要がある OD ペアにのみ CVM などで推計された

正の値，そうでないものは 0 である． 

 

4.  仮想ネットワークにおける試算 

 

(1) 条件設定 

前章で示したモデルの挙動を確認するために，図-1に

示す仮想ネットワークを対象に試算した．図中青丸で示

す出発地ノードである 4 つの居住地，赤丸で示す目的地

ノードである 3 つの商業立地を配置する．各リンクは，

 
図-1 仮想ネットワークの形状 

表-2 各リンクの概要 

 

表-3 各OD間の交通量 

 

 

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 5 

赤いリンクを交通容量・維持管理費用ともに大きな幹線

道路，外郭に設置した青いリンクを次に大きい準幹線道

路，その他の黒いリンクを一番小さい生活道路というよ

うに区別をつけて設定する．表-2はそれぞれのリンクに

設定した自由旅行時間，交通容量，維持管理費用を示し

ている．これらの値は，モデルを試算するために与えた

仮想的な値である．リンク特性の相対的な差に基づいて，

以降は考察する．リンクはそれぞれ上下線が存在するが，

維持管理については上下線合わせた区間として費用を考

えることが妥当であると考え，各道路区間݇は上下線の

リンクで構成する．また表-3は，各OD 間の交通量を示

している．時間価値ߩ ൌ 5とする．各 OD について k 番

目経路探索で 10 番目までの経路を用意する．本稿では

語句の統一のため，すべての道路区間を既存道路として，

道路の維持，廃止が最適解に導出されるものとする． 

試算は 3 ケースとする．ケース 1 は目的関数に維持管

理費用と総走行時間に時間価値を乗じた値（以下，総走

行時間項という）を設定したベースケースである．ケー

ス 1 の条件に，各出発ノードからノード 6 へのアクセス

時間に関する指標（以下，アクセス効用という）を付加

し，アクセス指標の効果を確認するものをケース 2 とす

る．ケース 3 は，ノード 1 からノード 6 のOD に複数経

路を確保したときの効用を評価する項を追加したもので

ある． 

 

(2) ケース 1 の試算結果 

図-2からわかるように，ノード 6 から 8 を繋ぐ幹線道

路が全て廃止になっている．これは幹線道路を廃止し，

生活道路を経由する経路を残すことで維持管理費用を抑

えた結果であると考えられる．また，南北に通る幹線道

路が残され，ノード 1 から 13 までのリンクが全て廃止

されていることがわかる．これは，表 3 よりノード 10 か

ら，ノード 6，14 への交通量が多いことから交通容量の

大きい幹線道路を残し，コストをなるべく抑えるために

残りの生活道路を全て廃止したためだと考える．総走行

時間項は,表-3 の OD 交通量に各ケースでの OD 間所要

時間を掛け合わせることで求められる.ケース 1 では，総

走行時間項は 4025，総維持管理費用は 3500 である. 

 

(3) ケース 2 の試算結果 

 このケースではケース 1 と比較してアクセス指標を付

加したことによる最適なネットワーク形状の変化を考察

する．アクセス指標の原単位は対象のODペア全てで300

とした．ケース 2 での，総走行費用は 3717，総維持管理

費用は 4100 である．図-2と図-3を比較するとリンク 2，

3．17 が廃止され，リンク 9．10 が残された．これは，

ノード 8 から 6 へのOD ペアにアクセス指標が付加され

る図 3 の形状は，混雑する交通容量の小さい道路で迂回

するより，交通容量の大きな幹線道路を維持することで

目的関数が小さくなるという結果によるものだと考えら

れる．表 4，表 5 より，ノード 6 へのアクセス指標の影

響から，ノード 6 への各 OD 間所要時間はノード 16 を

除いて小さくなっている．特に幹線道路を維持すること

でノード 8 からノード 6 のOD 間所要時間が大幅に小さ

くなっていることがわかる．また，維持管理費用はケー

ス 2 のほうが大きく，総走行費用は小さくなっている．

すなわち，ケース 1 と比べて道路網全体では維持管理費

用を大きくしても，アクセス指標を生じさせる解が最適

 

図-2 ケース1のネットワーク図 

表-4 ケース1での各OD間所要時間 

 

 

図-3 ケース 2のネットワーク図 

表-5 ケース 2におけるOD 間所要時間 

 

 

6 12 14
1 14.0133 42.7043 25.6387 82.3563
8 32.6073 10.5581 25.0000 68.1654
10 6.3686 23.1995 6.1339 35.7020
16 22.9545 9.7699 16.5967 49.3211

75.9437 86.2318 73.3693 235.5448

所要時間
D

総計

O

総計

6 12 14
1 13.3204 34.6158 25.2382 73.1744
8 13.0553 10.9331 24.9732 48.9616
10 5.8177 27.1132 6.7367 39.6676
16 29.4496 10.1969 16.9545 56.601

61.643 82.859 73.9026 218.4046

所要時間
D

総計

O

総計
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となったことを示す． 

以上の結果より，アクセス効用を付加することで，最

適となるネットワーク形状が変化することを確認できた． 

 

(4) ケース 3 の試算結果 

図-2よりケース1ではノード1と接続する道路区間は

1 つしかない．このときに OD ペアノード 1 からノード

6 の接続について，効用原単位 600 の複数経路を確保す

ることによる効用を付加する．ケース 3 の最適解におけ

る総走行時間項は4265，総維持管理費用は3900である． 

図-2と図-4を比較すると，リンク 5 が廃止され，リン

ク 4，6，8 が残されている．維持管理費用が大きいリン

ク 7，14 を廃止し，費用の安い生活道路を選択すること

で維持管理費用を低減し，ノード 1 からノード 6 へ 2 本

の経路を接続している．一方で表-4と表-6を比較すると

リンク 5 幹線道路を廃止したことで，ノード 1 からノー

ド 6 のOD 間所要時間が大幅に長くなっていることがわ

かる．以上より，複数経路を確保することによる効用を

考慮することで最適となるネットワーク形状が変化する

ことが確認できた． 

 

5. おわりに 

 

本研究では事業評価で示されている評価指標を収集し，

道路網の形状を検討するために考慮する必要性について

整理した．また，この中で CVM 等により原単位が定め

られる 2 項目についてネットワークデザイン問題に導入

する方法を示した．構築したモデルを仮想ネットワーク

で試算し，モデルの挙動を確認した．本稿で示した試算

結果は，いずれも仮想的な値に基づいたものであるため，

考慮した評価指標が実際のネットワークにおいて検討し

たときに最適なネットワーク形状の決定に大きな影響を

もつか不明であることに留意されたい．また，本研究で

採用した評価指標は整理した事例のなかから抽出したも

のである．本稿で扱っていない項目においても地域の状

況等に応じてネットワークの形状を検討するために重要

な評価指標となるものもあるだろう．それらの考慮は今

後の事業評価の事例蓄積を待って検討したい．構築した

モデルには線形計画問題を求解する汎用ソルバーを使用

したが，この場合大規模なネットワークに適用すると求

解が困難となる．したがって，実ネットワークへの適用

においては解の厳密性は失われるが，ヒューリスティッ

クに求解する方法の援用を検討する必要がある． 
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